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概念フレームワークの基礎として，資産負債アプローチ (asset and liability view)，収益費







概念書第 6 号 (FASB [1985]) において，資産負債アプローチに依拠した財務諸表の構成
要素（以下「財務諸表要素」またはたんに「要素」という場合もある）の定義が示されたこ
とから，概念フレームワークの基礎には資産負債アプローチが選択されたものと，広く一般




















由についても，FASB は公式的な説明を一切行ってこなかったからである (Storey and
Storey [1998] pp. 7879)。このために，概念フレームワークにおいて資産負債アプローチが
どのように位置づけられているか（換言すれば当該会計観が概念フレームワークの形成にど
のように作用しているか）については，依然として不明確な部分が残されたままとなってい
たのである。さらに，概念書第 5 号 (FASB [1984]) においては，概念書第 6 号で示された
要素の定義と整合しない利益稼得プロセスが示されていることも，この問題と関連して看過
されてはならない点である (SEC [2003] ⅣA)。
SEC調査報告書 (SEC [2003]) の問題提起を受けて開始された FASB/ IASB 概念フレーム
ワーク改訂プロジェクトにおいては，資産負債アプローチの再定義がなされ，既存の概念フ
レームワークに内在する問題点の解消が図られることになった。その成果の一部はすでに，



















































































































したものが散見される。Storey and Storey [1998] は，そうした著作の 1 つである。著者の
1人である Reed K. Storey は，APBの研究部長を務めたのち FASBの上級技術顧問 (senior




Storey and Storey [1998] は，概念フレームワークの基礎をなす会計観として FASBが資
産負債アプローチを選択した理由を，以下のように要約している。







(Storey and Storey [1998] p. 79)｡
5)
こうした定義の具体例として Storey and Storey [1998] (p. 74) は，APBステートメント
第 4 号 (APB [1970]) のそれをあげたうえで，次のように述べている｡「かかる経験は，た
んなる帳簿記入から生じる繰延費用・繰延収益に基礎をおく定義よりも，現実世界に存在す








されるある種の繰延費用も含まれる」(APB [1970] par. 132)。｢負債 一般に認められた
会計原則に準拠して認識・測定される企業の経済的義務。負債にはさらに，義務ではないが，
一般に認められた会計原則に準拠して認識・測定されるある種の繰延貸方項目も含まれる」
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3.2 会計実務における収益費用アプローチの優占と会計観の根本的変更
概念フレームワークの基礎として資産負債アプローチを FASBが選択した理由が Storey
and Storey [1998] の説明する通りであったとすれば，FASBはなぜ，それを公式的に表明
しなかったのであろうか。












意味していた」(Storey and Storey [1998] p. 76)。会計規制の基礎をなす会計観のかかる
「根本的な変更」には当然のことながら，伝統的な収益費用アプローチに慣れ親しんできた
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ここで想起されるべきは， 1976年討議資料において提示された 2 つの会計観の間の「実
質的でない相違」(すなわち，特定の会計観と特定の財務諸表の結びつきに関する相違と，











り返そうとしているという恐怖心」(Storey and Storey [1998] p. 83) を持った構成団体関係
者たちに，付加的な批判の材料を与えないようにするための配慮（換言すれば，Storey and






ンバーを務めた O. Gellein は,「[定義のアンカーとなる〕概念的根源性 (conceptual pri-
macy) は，どの情報が最も有用かという問題や，情報がどのように測定されるかという問
題とは関係がない。それは，たんに〔財務諸表要素の〕定義が何に依存するかを指示するも




ムワーク (ASBJ [2006]) に見出すことができる。日本版概念フレームワークにおいては，
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表 2 概念フレームワーク改訂プロジェクトの経緯
2002年 7 月 SOX 法（企業改革法）の成立
2003年 7 月 SEC 研究報告書 (SEC [2003]) の公表
2004年 7 月 SEC [2003] への回答書 (FASB [2004]) の公表
10月 概念フレームワーク改訂プロジェクトの開始
2006年 7 月 予備的見解 (FASB/ IASB [2006]) の公表
2008年 5 月 公開草案 (FASB/ IASB [2008]) の公表
2010年 9 月 改訂概念フレームワーク (FASB/ IASB [2010]) の公表






向基準」(principles-based or objectives-oriented basis)
12)
にもとづく基準設定をより一層不断
に追求するべきことを勧告した (SEC [2003] Executive Summary)。同報告書はさらに，基
準設定体制をより目的指向的なものにするための作業の一環として，概念フレームワークの
改訂に着手する必要があるという認識を示したうえで，次のような具体的な課題の遂行を
FASBに対して求めた (SEC [2003] ⅣA)。すなわち，①目的適合性，信頼性，比較可能性
の間のトレードオフについてより明確な指針を示すこと（概念書第 2号の改訂)，②概念書
第 5号における利益稼得プロセスに関する議論と第 6号における定義の不整合を解消するこ




設定〕体制において利用するには不適切である」(SEC [2003] ⅢB) と断言する一方で,




FASBは，SEC 研究報告書に対する回答書 (FASB [2004]) を公表し,「審議会は SEC研
究報告書を歓迎し，[そこで示された〕一連の勧告に同意する」という公式見解を表明した
(FASB [2004] p. 1)。資産負債アプローチの堅持を求める同報告書の勧告についても，




らすものであると述べる一方で，2004年 4 月の合同会議において，FASBと IASBが,「概念
フレームワークを，明確で，完全で，内的に整合したものにすることを目標とした『概念フ
レームワーク改訂』プロジェクトに着手することに合意した」ことをあげ，それをもって上
記勧告に対する回答としている (FASB [2004] pp. 89)。
2004年 4 月の合同会議における合意を受けて，概念フレームワークの改訂作業は FASB/
IASB の共同プロジェクトとして取り組まれることになり，同年10月に当該プロジェクトは
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告実体」(フェーズＤ）であった (FASB [2007])。このうち本稿の検討課題との関連で最も
注目されるのは,「目的と質的特性」であり，とりわけ「質的特性」であった。フェーズＡ
の暫定的成果として，FASB/ IASB は，2006年に予備的見解 (FASB/ IASB [2006]) を，2008
年に公開草案 (FASB/ IASB [2008]) を，それぞれ公表した。
予備的見解は，質的特性の改訂において,「両審議会の現行フレームワークに見られる信
・
頼性の質的特性を，忠実な表現 (faithful representation) という質的特性に差し替える」と
・・ ・・・・・
いう提案を行った (FASB/ IASB [2006] par. S8. 傍点は原文イタリック。以下同じ)。忠実な
表現とは,「情報は，[意思決定に有用であるためには〕それが表現しようとする現実世界の











(FASB/ IASB [2008] par. QC2)。
4.1.3 改訂概念フレームワークの公表
FASB/ IASB は2010年 9 月に，フェーズＡの最終成果として，改訂概念フレームワーク
(FASB/ IASB [2010]) を公表した。
16)
そこでは，公開草案におけると同様，忠実な表現は目的
適合性とならんで，基本的特性の 1 つとして位置づけられている (FASB/ IASB [2010] par.
QC5)。改訂概念フレームワークで示された質的特性とその構成要素の基本的な体系は，公
開草案で示されたそれとまったく同じものとなっている（表 3参照)。すなわち，信頼性を
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に，信頼性という用語を忠実な表現という用語に差し替えることについて両審議会は十分な


















ドオフ関係のもとで論じられている (pp. 28 and 30)。また，AAA [1966] のこうした議論を
継承した FASB 概念書第 2 号においても，検証可能性を 1 つの構成要素とする信頼性の作





























(出所) FASB/ IASB [2006] ; FASB/ IASB [2008] ; FASB/ IASB [2010] により作成。
(注 1 ) 予備的見解と公開草案で一般的な制約条件とされた「重要性」と「コスト（・ベネフィット)」は，本表
では省略している。
(注 2 ) 序数番号は，本表の作成に当たり筆者が便宜的に付したものである。
用が，目的適合性とのトレードオフ関係のもとで議論されている (pars. 15 and 90)。
FASB 構成団体関係者が質的特性間のこうしたトレードオフをどのように受けとめ，その
実務的な含意をどのように解釈してきたかについて，FASB シニア・プロジェクト・マネジ







歴史的原価を重視するべきであると主張している」( Johnson [2005] p. 1)。
これに対して，FASB は,「公正価値情報は歴史的原価情報よりも投資者および与信者に
とって目的適合的であるという判断から，財務諸表での公正価値測定のより広範な利用を要
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4.2.2 検証可能性概念の再構成
改訂概念フレームワークにおいては，検証可能性の（再）提示に当たって,「直接的検証」
(direct verification) と「間接的検証」(indirect verification) という新しい概念が導入されて







依拠した検証がその代表的な事例をなす ( Johnson [2005] p. 3)。
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導かれるという情報の属性」(AAA [1966] p. 10) とする本来の検証可能性概念（改訂概念
フレームワークでいう間接的検証）の批判的相対化がなされているのである。
4.3 多数意見に対する FASB/ IASB のスタンス
以上の検討から浮かび上がってくるのは，Johnson [2005] で問題とされたような異説が





その限りでそれは上掲のような FASB/ IASB の意思の極めて直截的な表れということができ
るが，そうであればこそ当該提案に対して反対意見や批判意見を表明するということは，
FASB/ IASB にとっては，概念フレームワーク改訂プロジェクトそれ自体に対する抵抗・批



























の構成要素から検証可能性を排除することであった」(FASB/ IASB [2008] par. BC2. 16)。
4.4 資産負債アプローチの変質
公開草案によれば，目的適合性は「どの経済的現象を財務報告において描写するべきかを
識別」(FASB/ IASB [2008] par. QC12) するための特性であり，忠実な表現は，目的適合性
の適用によって識別された経済的現象について「どのような描写が関連する当該現象に最も





































および与信者にとって目的適合的である」( Johnson [2005] p. 4) という論理的経路と，②
公正価値情報は「報告実体の現在の財政状態をよりよく反映（すなわち忠実に表現 筆者
注）しており，報告実体の過去の業績および将来の見通しの評価をより容易にする」( John-



















































































の指針とする FASB/ IASB は包括利益の一元的開示（純利益の開示禁止）を指向している。
29)
実行可能性の問題を差し当たり捨象して，概念フレームワーク改訂プロジェクトの過程で示






[1997] 第 2 章で，筆者なりの紹介・検討を行っている。
2) 1976年討議資料では，第 3の会計観として「非連携アプローチ」(nonarticulated view) も掲げ
られているが，当該会計観は本稿の検討と直接的な関連性を持たないので，以下では取り上げな
いことにする。この点については，Storey and Storey [1998] (p. 78 footnote116) も参照された
い。
3) ただし，AAA [1957] や Sprouse and Moonitz [1962] に，資産負債アプローチの萌芽的会計観
を見出すことができる。たとえば，Sprouse and Moonitz [1962]（p. 5) においては,「貸借対照
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表アプローチ」(balance-sheet approach) という用語が用いられている。
4) ただし，純資産の直接的な増減をもたらす資本拠出等は除くとされる。FASB [1976] (par.
194, E1).
5) この引用文における「初期の経験」の詳細については，Storey and Storey [1998] (pp. 4849)
を参照されたい。なお,「初期の経験」に関連する基準書は，次の通りである。第 2号「研究開
発費の会計」(1974年10月)，第 5号「偶発事象の会計」(1975年 3 月)，第 7号「開発段階の企業
の会計および報告」(1975年 6 月)。






7) Storey and Storey [1998] (p. 76) によれば,「APBステートメント第 4 号における定義は実際，
FASB が定義を開発しようとしていた当時の会計実務を反映したものであった」とされている。


















10) 以下の経緯については，藤井 [2009] [2010b] で別途，紹介と整理を行っている。以下の記述
の多くも，当該拙稿に依拠している。
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12) SEC研究報告書は，同報告書において正式に定義された用語であるという理由から,「原則主
義」に代えて,「目的指向基準」という用語を優先的に使用している。当該用語の定義について
は，藤井 [2010b] (51頁) を参照されたい。しかし，FASB [2004] (p. 2) によれば,「[SEC研究
報告書で提された〕『目的指向的』アプローチは，本審議会の提案書 (FASB [2002] をさす
筆者注) で提示された原則主義アプローチと類似したものである」とされている。
13) SEC研究報告書 (SEC [2003] ⅣA) は，これら 3 つの課題を,「 3 脚台」(three-legged stool)
と呼んでいる。
14) ここでいう 3つのプロジェクトとは，収益認識プロジェクト，負債・持分プロジェクト，公正
価値測定プロジェクトである (FASB [2004] p. 8)。また，SEC研究報告書の公表に先行して，
基準設定への「原則主義アプローチ」(principles-based approach) の導入を提案した FASB
[2002] を公表し，当該提案の具体化に向けた検討をすでに開始していることにも，当該回答書










18) AAA [1966] (p. 8) では，周知のように，質的特性ではなく,「会計情報基準」(standards for
accounting information) という用語が使われている。
19) 著者の L. T. Johnson は，Johnson [2004a] ; [2004b] における論調から，概念フレームワーク
改訂プロジェクトに深く関係していたことが分かる。




21) これら概念の導入は，予備的見解 (FASB/ IASB [2006] pars. S9, QC23 and QC2526) および公
開草案 (FASB/ IASB [2008] par. QC21) においても提案されていたものである。
22) ただし，間接的検証に対する直接的検証の優位性を主張するこうした主張は，改訂概念フレー
ムワークでは明示されていない。
23) 補強的特性の位置づけについては，FASB/ IASB [2008] (pars. QC15 and QC25) ; FASB/ IASB
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27) ただし，第 2の課題に対応するフェーズＢ (要素と認識) については，現在までのところ，具
体的な成果は示されていない。
28) 第 3 の課題に対応するフェーズＣ (測定) についても，フェーズＢと同様，現在までのところ，
具体的な成果は示されていない。
29) この点については，藤井 [2007] 第 6 章で筆者なりの論点整理を行っている。
30) このことは他面において，実務における一般的承認のプロセスを捨象し，制度設計者の理念的
な議論のみによって社会的制度としての会計ルールを設定することは可能かという問題の存在を
示唆している。この点については，藤井 [2007] 第 7 章；藤井 [2010a] を参照されたい。
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